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研究成果の概要（和文）：　本研究では、スクールカウンセラー（以下SC）への面接調査と国際比較質問紙調
査、学級レベルのコンサルテーション事例の検討、文献調査等から、全校型支援の具体的な展開過程を明らかに
し、それを初学者に伝える工夫を得ることを目的とした。その結果、SC間では実際に、個人から組織レベルま
で、協働的コンサルテーションも含む多様なコンサルテーションが重視され工夫され、全校型支援が展開されて
いること、②それらを理論モデルと共に提示することや、全米SCモデルのようにSCの主体的活動を軸に、何をど
う考えれば実践できるのかという実践ベースの活動提示などが、全校型支援の具体的方策を伝えるために有効で
あることが得られた。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to clarify the practical process of 
whole-school type support and to obtain strategies to present the method of developing whole-school 
type support in an easy-to-understand manner for beginning school counselors (SCs). Interviews with 
SCs, an international comparative questionnaire survey, a review of classroom-level consultation 
cases, and a literature review were conducted. As a result, we found that (1) various types of 
consultation, from individual to organizational level, including collaborative consultation, are 
considered important among SCs, and that school-wide support is developed through such consultation,
 (2) presenting the consultation method together with a theoretical model, and how to plan the 
school counseling activities, would be effective in communicating concrete strategies for 
whole-school-type support.

研究分野： 臨床心理学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　改訂版生徒指導提要でも、教師とスクールカウンセラー（以下SC）の連携や協働が強く求められている。一方
で、日本のSCの多くが非常勤の心理職である。心理という個人の内面にアプローチすることは、集団の場で教育
を行うことと異なる面がある。短時間で全校的に支援を行うには、学校現場独自のアプローチを学ぶ必要がある
と考えられるが、現状ではSCに特化した養成コースは少ない。SCが学校で、教師と協働して全校的な支援を進め
るための実践的な方略を、国際比較も含めて蓄積し、コンサルテーションを中心に、それらの方略を初学者にわ
かりよく伝える工夫を検討した点に、本研究の学術的また社会的意義があると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
スクールカウンセラー（以下 SC）が全校を支援対象とする全校型支援は、国際的にも推奨さ

れ、日本でも「チーム学校」などで近年その必要性が増している。しかし、1 対 1 の心理療法に
比べ、教師と協働して“多対多”の支援を行う全校型支援は複雑で、全体像が掴みにくい。特に
初心者は、基本となる 1 対 1 の心理支援を学ぶ段階にあるため、1 対 1 の支援についての知識
を、多対多のモデルにあてはめて理解することは必ずしも容易でないと考えられる。 

SC の全校型支援は、図１右のように重層
的であり、対象となる学校コミュニティも
複雑である（図１左）。1 対 1 の心理療法に
比べ、全校型支援をどう行うかは、初心者に
とってイメージしにくい。 
しかし例えば、本研究開始時に最新であ

った米国モデル（米国 SC 協会 ASCA モデ
ル 3 版）では、表 1 のように、個別カウン
セリングだけでなく、多様な【支援の提供】
方法や、その前提となる SC の【活動基盤】
から【説明責任】まで、全校型支援に必要な
要素が網羅的に体系化され、全校型支援に
必要な知識・技能・態度がわかりよく具体的
に示されていた。米国 SC は、このモデルを参照枠に、各学校事情にそった実践を工夫し、プロ
グラム評価に基づいて継続的に実践を改善していく。こうした全校型支援の体系化は、日本でも
SC 養成に必須と考えられる。 
また、日本の SC は、常勤教育職として直接の支援を中心にプ

ログラムを展開できる米国等の SC と異なり、非常勤の短い勤務
時間であるため、勤務時間を最大限に生かして多くの児童・生徒
への支援を可能にするためには、教師へのコンサルテーション
が不可欠の実践方法となる。 
コンサルテーションは、後続事例への教師の支援力を高めて

ボトムアップな全校型支援に繋がる。特に日本では、コンサルテ
ーションの過程で SC が直接的支援を分担する協働的コンサル
テーションが多いとされる。図１のように、協働的コンサルテー
ションの展開と蓄積で、全校に支援が広がるのが日本型の全校
型支援の特徴と予想される。この過程を収集整理して具体的に
示せば、全校型支援の具体的な展開方法を、初心者でも理解しや
すくなり、体系的に学べるのではないだろうか。 
そこで本研究では、協働的コンサルテーションを日本の全校型支援の中心的な方法と位置づ

け、そのプロセスや必要な力量を解明すること、合わせて表１のような枠組みに、全校型支援に
必要な構成要素を網羅的に体系化することで、全校型支援の具体的な方法を、わかりよく体系的
に示せるのではないかと考えた。なおその際に、筆者がこれまでに開発した学級風土質問紙
（Classroom Climate Inventory; CCI）や日本版 Social Emotional Health Survey (SEHS)によ
って、個人のみならず組織レベルのコンサルテーションも含む、総合的検討を行うことを考えた。 
また同時に、日本では、SC に関する国際比較が極めて少ない。SC 活動の体系化には、国際

動向を踏まえることも、水準の高い SC 活動を担保する上で重要と考えられる。そこで、米国 SC
協会の ASCA モデルに造詣の深い研究者・SC 教育者や、米国他 14 か国以上が参加する The 
International Society For Policy Research And Evaluation In School-Based Counseling 
(ISPRESC)の International School-Based Counseling Activities Study(ISCAS)調査への参加
により、米国はじめ各国 SC の実践課題や工夫を吟味しつつ、日本での方法の体系化を試みたい
と考えた。 

 
２．研究の目的 
 これまでに行ってきた全校型支援の理論的検討［1］や研修方法の国際比較［2］［3］、学級風土質問
紙(CCI)［4］・Social Emotional Health Survey(SEHS)［5］などの応用的コンサルテーション・ツ
ールの開発を踏まえながら、その具体的な展開過程と方法を初心者にもわかりよく示すことを
本研究の課題とした。そこで本研究では、SC への面接調査と国際比較質問紙調査、コンサルテ
ーション事例の検討、ならびに文献調査等から、協働的コンサルテーションを通した全校型支援
の具体的な展開過程と方法を明らかにし、全校型支援方法の全体像とそれを伝える工夫を得る
ことを目的とした。 
 



３．研究の方法 
上記の目的により、本研究では、【研究

１】日本型の協働的コンサルテーションの
プロセスと必要な力量の検討と、【研究２】
国際動向に照らした日本の全校型支援の
構成要素の体系化、を行った。 
【研究１】では、（a）個人レベルのコン

サルテーションは、SC 面接により、コンサ
ルテーションのプロセスとそこで必要な
技能、成立要件等を収集整理するため、概
ね 10 年以上（平均 14.8 年）の SC 経験者
28 名（男性 9 名女性 19 名：30 歳代 5名、
40 歳代 12 名、50 歳代 7名、60 歳代 4 名）
の参加協力による半構造面接を行った。イ
ンタビューガイドの概要は表２の通り。 
分析手続きは、質的データ分析法に準じて MAXQDA ソフトを用いて行った。Step1：逐語録と概

要記録を繰り返し読んで事例マトリクスを作成し，回答の布置を確認した。Step2：MAXQDA で，
全員の逐語録から具体的な臨床実践が語
られた部分に 1 回目のコーディングを行
った。Step3：得られたコードと逐語録を
著者 2 名で検討した。 
(b)組織レベルのコンサルテーション

については、これまでに行った CCI の学
級事例 50 例についての整理と、新たな方
法の検討と試行を行った。 
【研究２】国際動向に照らした日本の

全校型支援の構成要素の体系化について
は、国際比較について、コンサルテーショ
ンを中心に、欧米のスクールカウンセリ
ングおよびコンサルテーションの教科書
を比較検討した。また、前述した ISPRESC
の米国他 14 か国 International Survey 
of School Counselors Activities （ISSCA）調査として、ISSCA 日本版を作成し、現役 SC から
有効回答 152 を得た。さらに、表 1 の ASCA 諸要素に基づく SC 活動についての自己チェック型
質問紙を実施し、現役 SC から有効回答 131 を得た。 
これら研究１と研究２の結果を合わせて、日本の SC の特徴を考察し、諸要素の整理を行った。 

 
４．研究成果 
 
【研究１】日本型の協働的コンサルテーションのプロセスと必要な力量の検討 
 コンサルテーションとその訓練についての文献研究では、主に、コンサルテーションを書名に
標榜する英文テキスト 9冊について、テキストの構成や内容を比較し、コンサルテーション習得
に必要とされている内容を検討した。その際に比較のために、国立情報学研究所 CiNii で検索さ
れるコンサルテーションの語が表題にある臨床心理学系の和書 6 冊の内容も検討した。その結
果、事例紹介の多い和書に比較して、英文テキストでは、コンサルテーション・モデルだけでな
く、その必要や予防を含めた間接的支援のパラダイムにも紙幅が割かれ、コンサルテーションの
ステップと同時に、必要とされる対人スキル等についても具体的に解説されていた。コンサルテ
ーション学習の難しさは海外でも指摘されており、個人レベルのコンサルテーションに半期、そ
の応用である組織レベルの学習に半期、あわせて通年 1科目程度の学習と加えて、スーパーバイ
ズを伴うロールプレイや実習が最低限必要という指摘もある。国内の大学院では、必ずしもコン
サルテーションに特化した半期科目がどの大学院にも置かれているということはなく、カウン
セリングの一応用のような形での学習となり、学習時間も比較的短い場合が多いと考えられる。
カウンセリングとの違いや、コンサルテーションに求められるスキルについての整理と実践的
な学習が必要と考えられた[6]。 
 また、本研究実施中に ASCA モデルの改訂が行われたため、ASCA モデルとその提示や学習につ
いての検討も改めて行った。ASCA モデルの冊子を取り寄せて内容を精査するとともに、ASCA に
加入し会員および非会員むけの情報サイトから、ASCA モデルがどのように発信され、学習され
ているかについて検討した。さらに 2018 年度には、ASCA モデルに基づく SC 養成を行い、米国
の心理臨床系カリキュラム認証機関である Council for Accreditation of Counseling and 
Related Program (CACREP)の SC 養成認証プログラムを行っているニューヨーク工科大学から、
教授 1 名、大学院学生 10 名が来日し、臨床心理士養成課程に在籍する日本人大学院学生と相互
にプレゼンテーションや合同での校外学習を行う 6 日間の集中講義を行い、実際の大学院教育
について理解を深めた[7]。 



 これらより第一に ASCA モデルの精査からは、多様な学校風土や教育課題に即応した活動を創
造的に SC が行うための工夫として、何をすべきか、ではなく、どのように考えて SC 活動を立案
実践すべきか、の枠組みが ASCA モデルで示されていることが特徴として指摘された。どのよう
な使命の下で、どのような態度で、自身のプログラムとその実践および自分自身を省察すべきか、
などについても明確化されていた。つまり、個々の教育課題に応じて実践者が効果を最大限にで
き倫理的にも叶う実践を行うために、どのように SC が主体的に考えて実践すべきかをガイドす
る枠組みとなっていた。このことは、トップダウンというよりも、常に実践者による実践および
実践研究によって刷新されてきた ASCA モデルの成り立ちからも理解される。特に最新版である
ASCA モデル 4版では、モデル全体が、SC の活動を「定義し」「管理し」「提供し」「査定する」と
いう一連の SC の動きを表す動詞形で整理されていることも象徴的であった[8]。第二に、合同授
業やその後の研究交流からは、ASCA モデルとインターンの制度があることで、学生は何をどう
考えてよいかを現場に出る前に理解しており、困難な現場の課題についても一定の準備がある
と感じていることが伝わってきた。なお、米国 SC は常勤教育職を基本とするため、米国の学生
からは非常勤職である日本の SC の職業的な不安定さに関心が寄せられた。専門職としての確立
や専門性の向上の点でも、SC 常勤化の必要性が感じられた。 
 個人レベルのコンサルテーションについては、ベテラン SC 対象の面接調査において、最終的
に得られたコードと逐語録を研究代表者と分担者の 2 名で検討した結果、教師との協働のあり
方・協働における実践の工夫の詳細・協働による不登校対応，の少なくとも 3つの主題でデータ
分析が可能かつ妥当と考えられた。ベテラン SC の実践は、いずれも個性的でありながら、工夫
には共通点も多く、日本の SC の本質について考えさせられるものであった。具体的な内容につ
いてはここでは割愛するが、貴重な実践を語ってくださった協力 SC の皆様にここに慎んで心よ
り御礼申し上げる。 
 組織レベルのコンサルテーションについては、CCI 事例の分析と共に、その後の実践における
工夫も行い、可能な工夫点について検討を重ねた。CCI そのものは 2017 年に新版[4]を公表した
が、旧版に比べ、下位項目を分割して詳細な点までグラフに示すことができ、そのことで学級の
詳細を伝えやすくなった。手続きとしても、例えば、①特に値の高い（低い）その学級の特徴を
示すと考えられる尺度等に注目し、他の尺度との矛盾の有無を確認する。②矛盾や他の尺度との
関連に特徴があれば、その理由について仮説をたてながら、さらに関連の尺度の値を確認する、
③それらを繰り返し、情報を統合しながら個別の学級状況についてより詳細な像を仮説的に組
み上げる、④それらを基に、学級の強みと課題を抽出する[9]、という過程によって、学級につい
ての個別具体的な情報を整理できた。また、それらを学級プロフィールとして、担任教師からの
事前情報も含めてシートに整理し、コンサルテーションに臨むことで、教師も組織レベル（学級
レベル学年レベル）の状況を把握しやすく、学級指導の効果や今後の指導の工夫などを検討でき
た。組織レベルのコンサルテーションは、個人レベルのコンサルテーションに加えて、組織レベ
ルという俯瞰的な視点の提供と共有が課題となる。CCI に限らず、組織に関する各種資料を、そ
うした視点の共有に役立つ媒体として活用する工夫も有効と考えられる。この他 CCI を用いた
コンサルテーションについては、コロナ禍の経験を踏まえて、より簡便に実施できるようデータ
の収集およびデータ分析とプロフィールの作成をオンラインで行えるようシステム化した。解
釈とコンサルテーションは個別に人的資源によって行う必要があるが、zoom 等の遠隔会議シス
テムを用いての実施も十分有効であることが示唆された。 
【研究２】国際動向に照らした日本の全校型支援の構成要素の体系化 
 研究２については、まず ISSCA に関しては、2018 年 9 月に各国の関係研究者がローマで開催
された学会に参集し、各国の報告や意見交換を行った。その結果と、日本での調査結果から、第
1 に、国の教育事情によって SC が重視する活動が異なることが示された。例えば学力が課題の
国では学業達成に関わる支援が、人材育成が課題の国ではキャリア支援が、SC に求められるな
どである。第 2に、日本では ISSCA の結果からも、不登校・いじめ・虐待・特別な支援を要する
児童生徒等への対応などが SC に支援を求められる中心的な教育課題であり、教師や保護者への
コンサルテーションが特徴的と考えられた。 
さらに、セルフスタディ型質問紙においても、教職員と情報交換しつつアセスメントや本人・

保護者面談をし、日常的な声掛け等で予防的に関わることが SC 間で重視されていた。また、非
常勤 SC においては、時間の不足が実践の困難として多くあげられる一方で、常勤の SC は常勤職
であることを活かして、アウトリーチや未然防止の心理教育などが行えることが明らかになっ
た[10][11]。 
これらより、研究１と研究２を総合すると、➀日本の SC 活動では、勤務時間の短さや学級担

任教諭が生活指導等の幅広い指導を行う制度によって、担任教師を中心とした教師との協働が
重要になること。②そのために他国と比較してもコンサルテーションが SC 間で重視されている
こと。③コンサルテーションでは個人レベルから組織レベルまで、協働的コンサルテーションを
含む多様なコンサルテーションが行われ、それによって全校型支援が展開されていること。④ま
た、それらのコンサルテーションの実施および習得のためには、基盤となる関係づくりや、見立
ての力、コンサルテーションの理念やモデル等の知識、などが必要であろうこと。⑤何をすべき
かだけでなく、ASCA モデルのように、何をどう考えれば実践が計画できるかという、より実践
的な活動枠組みの提示も重要であり、⑥ASCA 第 4 版の「定義し」「管理し」「提供し」「査定する」
という一連の SC の主体的行動を軸にした整理のような、例えば「関係をつくり」「アセスメント



し」「協働し」「省察する」といった日本の SC 実践に即した活動の整理や、⑦本研究で作成でき
た組織レベルのオンライン版アセスメントツール CCI 等のコンサルテーション過程を補助する
ツールなども有効であることが示唆された。 
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